
1 基本情報

・ アリーナの使用の許可等に関すること。
・ アリーナを活用した障がい者のスポーツ活動の指導及び普及に関すること。
・ アリーナの維持管理に関すること。
・ アリーナ利用者への便宜の供与に関すること。
・ アリーナ利用の促進に関すること。

2 利用状況を把握するための指標 3 令和４年度の収支状況 （単位：千円）

4 前年度の評価員会議の主な意見及び対応

令和４年度　指定管理者評価結果票

所     管     課 健康福祉部　障害福祉課

評価対象期間 R4.4.1～R5.3.31

指 定 管 理 者

名     称 一般社団法人岐阜県障害者スポーツ協会

構 成 員 ―

所 在 地 岐阜市下奈良２丁目２番１号

指定期間

施 設 概 要 
名     称 岐阜県福祉友愛アリーナ

所 在 地 岐阜市則武1816-1

R3.4.1 ～ R8.3.31

指 定 管 理 業 務 の 内 容

指標
稼働率

（単位：％）
収  入  計 47,250

利 用 料 金 316
Ｒ２ 81.1

指定管理料 46,867
Ｒ３ 73.2

そ   の   他 67
Ｒ４ 88.5

支  出  計 47,250

人   件   費 20,266

施設管理費 25,666

そ   の   他 1,318

差   　　　　　　  引 0

納　　 　付 　　　金 0

前年度の評価員会議の主な意見 対応状況

・施設の有効活用と利用料金の収入の確保を図るた
め、一般利用者の利用促進に引き続き取り組む必要
がある。

・平日の午前中に、地域で室内スポーツ（卓球・ダンス等）に
取り組む団体・グループに、当施設の利用方法等を広報し、
利用者の拡大を図る。

・利用状況が下がる時期に、意図的にイベントを計画
したり、スポーツ団体以外に誘致を検討したりする
と、稼働率のアップにつながるのではないか。

・毎月、平日の午前中は利用希望団体が少ない傾向にある
ため、地域のスポーツサークル等への勧誘や、特別支援学
校、福祉施設等の行事やイベントでの利用を促進していただ
けるよう、近隣地域への呼びかけを行う。
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5 評価員会議による評価結果

＜評価基準＞

6 県による評価結果

＜評価基準＞

評      価      項      目 
評価点
(平均点)

評価員の主な意見

管理基準の充足状況 4.0

・指定管理者が実施すべき各業務については、計画に基づき適正に実
施されている。
・スポーツ教室や種目別練習会については、目標を上回る頻度で精力的
に開催されている。
・要望等への対応結果について、積極的にHP等で公表してほしい。

設置目的の充足状況 4.0

・コロナ禍でありながら、前年より稼働率を上げ、スポーツ教室、イベント
等の自主企画事業がよくなっている点が評価できる。
・新型コロナウイルス感染症に伴う各種制限が解除され、稼動率、利用
者数も目標を上回る結果となっており、努力の成果が現れている。
・施設の利用が少ない月に、イベントを計画、スポーツ団体以外の誘致
等をすれば稼動率が大幅アップし設置目的の達成に近づくと思う。

４ 協定書等に定める水準を上回る管理運営がなされている

公共性の確保の状況 4.0

・障がいのある人もない人も参加できる「共生社会」の実現に向けての取
組みを評価したい。
・危機管理はとても重要な課題であり、障がい者を対象とする施設にお
いても引き続き適切な研修を期待したい。

経営状況 4.0

・限られた予算の中で、業務の効率化を図り、施設の有効活用、適正な
管理運営に取り組んでいる。
・障がい者団体の利用が増えると、一般利用者の利用枠が少なくなると
いう状況はあるが、施設の有効活用と利用料金収入の確保を図るため、
一般利用者の利用促進に引き続き努力されたい。

派生的効果 3.6

・地域交流事業を積極的に行い、地域住民への障がい者スポーツの理
解促進に努力されている。
・ボランティアの活用については、障がい者スポーツの理解促進、効率
的な施設運営の観点から、引き続き積極的な取組みを期待したい。

５ 協定書等に定める水準を上回る管理運営がなされており、かつ特筆すべき実績・成果を上げている

S 優れた管理運営がなされており、かつ十分な実績・成果を上げている

A 優れた管理運営がなされている

B 適正な管理運営がなされている

C 改善を要する

３ 協定書等に基づき、適切な管理運営がなされている

２ 協定書等に基づき、概ね適切な管理運営がなされているが、一部に更なる工夫や改善を要する

１ 改善を要する

最終評価 評価の考え方

A
・協定書に定めるサービス水準を満たし、適切に管理されている。
・設備の整備や教室の開催といった事業により、障がい者と高齢者というニーズの異なる利用者が
共有でき、安心、安全、快適に利用できるような運営がなされている。


